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介護保険制度の基本理念（介護保険法）

・ 要介護状態の者が有する能力に応じ自
立した日常生活を営むことができるよう、

必要な保健医療サービス及び福祉サービス
に係る給付を行うため、国民の共同連帯の
理念に基づき介護保険を設け・・

・2000年（平成12年）4月から開始する。
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本日の流れ

１ 介護保険制度の導入経緯と意義

２ 介護保険制度のしくみ

３ 介護保険サービスの利用方法
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介護保険導入の経緯・意義

4

〇高齢化の進展に伴い、要介護高齢者の増加、介護期間の長期化
〇核家族化の進行、介護する家族の高齢化 など

〇高齢者の自立を支援することを理念
○利用者の選択により多様な主体から保健医療サービス、福祉サービスを総合的に
受けられる制度

○給付と負担の関係が明確な社会保険方式

年 代 高齢化率 主 な 政 策

１９６０年代
高齢者福祉政策の始まり

５．７％
（１９６０年）

１９６３年 老人福祉法制定

１９７０年代
老人医療費の増大

７．１％
（１９７０年）

１９７３年 老人医療費無料化

１９８０年代
社会的入院や寝たきり老人の問題化

９．１％
（１９８０年）

１９８２年 老人保健法制定
１９８９年 ゴールドプランの策定

高齢者の介護を社会全体で支えあう仕組み（介護保険）を創設
２０００年（高齢化率１７．３％） 介護保険法施行



5

パンフレット
表紙の裏
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パンフレット
P1



① がん【がん末期】 ② 関節リウマチ

③ 筋萎縮性側索硬化症 ④ 後縦靱帯骨化症

⑤ 骨折を伴う骨粗鬆症 ⑥ 初老期における認知症

⑦ 進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病

⑧ 脊髄小脳変性症 ⑨ 脊柱管狭窄症

⑩ 早老症 ⑪ 多系統萎縮症

⑫ 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症

⑬ 脳血管疾患 ⑭ 閉塞性動脈硬化症

⑮ 慢性閉塞性肺疾患

⑯ 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

特定疾病（老化が原因とされる病気）
と く て い しっ ぺ い

パンフレット P3
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パンフレット
P２



パンフレット P4,5
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パンフレット
P6,7

申請

要介護認定等の更新

要介護認定 認定通知

要介護状態区分の変更等
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要介護認定の流れ

要
介
護
認
定

基本調査74項目

特記事項

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
よ
る
一
次
判
定

（
介
護
認
定
審
査
会
に
よ
る
）
二
次
判
定

概況調査

受けているサービスの状況等

心身の機能など62項目、特別な医療12項目

介護の手間を把握するための情報

訪問調査

主治医意見書

身体・認知の能力18項目
「できる」・「できない」

生活機能・社会生活への適応16項目
「介助されていない」～「全介助」

麻痺等・拘縮9部位、ＢＰＳＤ19項目
「ない」・「ときどきある」・「ある」
（ＢＰＳＤ：行動・精神障害）

市町村がかかりつけの医師に提出を要請
傷病などによる介護の手間への影響を評価

申
請



「ものさし」は「介護の手間」

介助の
方法

身体能力
の低下

認知能力
の低下 BPSD

居住環境

意欲

性別

疾患

年齢
結果的に生じている
「介護の手間」

 要介護認定は、「心身の重篤さ」や「能力」ではなく、「介護の手間（時間）」をものさしとし
た評価指標。

 「介護の手間」は様々な心身及び生活上の影響因子（環境なども含む）の組み合わせか
ら、結果的に生じているもの。

 介護の手間に与える因子は数多くあることから、それらすべてを網羅し、その組み合わせ
を人間の目だけで評価することは困難。様々な要因のうち、介護の手間（時間）に強い影
響のある項目を抽出したのが「基本調査項目（74項目）。

注：上図は、要介護認定の介護の手間の要因が複合的であることを示すためのイメージで
あり、一次判定ソフトの構造を正確に示すものではない。
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パンフレット２１ページ



【１号被保険者】 65歳以上 医療保険料とは別に納付

第８期介護保険料（R3～R5） （保険料段階パンフレットP33）

基準額 千葉市（第５段階） 年額6４,８00円

（便宜的に12か月で割り、月5,４00円）

全国平均額 月5,3８５円

保険料滞納があると給付制限がつく（償還払いや3割4割負担）

※介護保険料決定通知書（保険料段階１から３世帯全員が
市民税非課税）のかたはインフルエンザ予防接種時の費用
減免の証明になる。

パンフレット P3７介護保険料
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介護保険料

【２号被保険者】40歳～64歳までの方
介護分保険料として医療保険料と一緒に納付

・各医療保険ごとに計算される。

職場の医療保険（健康保険組合や共済組合）

原則、事業主が半分負担

・国民健康保険2号被保険者の所得、人数に

応じ世帯主が納める。

パンフレット P3７
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ご清聴ありがとうございました

（ただいま介護中のお知らせマーク）
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